参議院総務委員会　地方公務員給与に関わる江崎孝議員（民主党）の質疑
○江崎孝
　議題である「国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律案」第1条の「趣旨」と、修正案・附則第12条「地方公務員の給与」についてお尋ねします。
　地方自治体において、法律案の趣旨にある「厳しい財政状況」とは、修正案・附則の「自主的」という観点からは言うまでもなく、地方財政の問題に他なりません。
　ところで、近年の自治体財政は、①バブル崩壊後の景気回復のための公共事業に係る債務償還、②市町村合併、③三位一体改革を主要な要因として、極めて深刻に悪化しており、これらは国の主導によるものと認識しています。
　一方、平成24年度予算政府案の財務省主計局作成の関係費料を見ると、地方の長期債務残高は平成15年度末以降のこの10年間において、200兆円程度で安定的に推移しています。
　これは、多くの自治体が給与の独自削減を実施するなど財政健全化に関する並々ならぬ努力を約10年間にわたって行ってきたからであります。
　地方自治体は財政健全化のためすでに「自主的かつ適切に対応」しており、その努力は大変大きなものであります。
ところで、 国家公務員給与の削減に係る自治体財政及び地方公務員給与への影響に関する地方自治体側の認識については、全国市長会をはじめとする 団体決議、平成23年11月21日の全国知事会における発言等において、「国の方針の押し付けは許されない」、「平成23年6月3日閣議決定の質問主意書答弁の堅持」など、明確な指摘が既に明らかにされています。
　私も、直接、地方三団体の代表者と会談した際に、「国家公務員の給与削減について、地方公務員にまで求めることは納得できない」、「地方に波及させることはＮＯだ」と聞かされています。
　そこで、このような地方財政の経過と現状を踏まえ、地方自治体において、法律案の趣旨にある「厳しい財政状況に鑑み」に係る提案者の認識を伺います。
　また、国家公務員給与の削減に係る自治体財政及び地方公務員給与への影響に関する地方自治体側の認識に対する提案者の見解を明らかにしていただきたいと思います。
(提案者・稲見衆議院議員答弁 )
　平成16年から3年間の「三位一体改革」によって、地方へは3兆円の自主財源が移譲された一方、補助金は4.7兆円削減、交付税と臨時財政対策債で合計5.1兆円削減され、結果として地方財政を大きく圧迫するものでありました。
　政権交代後、平成22年度については地方交付税が１兆円増額され、平成23年度についても繰越し財源を使って5千億円の増額が行われ、来年度もその水準を維持する予算になっています。「乾いた雑巾をまだ絞る」状況は一定改善されていると認識しているところです。
　したがいまして、江崎委員のご指摘の通り、昨年12月20日の全国知事会での「地方公務員給与を国家公務員給与に単純に連動させるとすれば、誠に遺憾。政府が掲げる地域主権改革の理念に反するものである」との見解や、同じく11月2日の「地方公務員の給与額の決定に対し国が干渉することは地域主権の根幹にかかわる問題であり、国の方針の押し付けは許されるものではない」との中核市市長会の決議は当然だと考えております。
○江崎孝
提案者において、地方自治体側と共通の認識にあり、その前提において法律案が提出されているものと承知いたしました。
　ところで、法律案の趣旨の「東日本大震災に対処する必要性」について、総務省が公表している平成23年10月1日現在の被災地方公共団体への地方公務員の派遣状況では累積人数73,802人となっています。
　この他、地方三団体、労働団体をはじめとして様々な、そして多くの被災自治体への業務支援などが行われているところです。
　「東日本大震災に対処」という趣旨について、その救援・復旧・復興は、国の人的、財政的責任と地方自治体の人的支援により対応すべきものと考えますが、提案者の認識を明らかにしていただきたいと思います。
(提案者・稲見衆議院議員答弁)
　私は、発災直後から党震災対策本部の福島県対策室長として、また、被災者が仮設住宅に移る段階からは仮設住宅等生活支援チームの事務局長として被災者に寄り添って活動を続けてきました。江崎委員ともご一緒させていただいています。
　地方自治体におかれましても、直後の「緊急消防援助隊」にはじまり、「日本水道協会等８団体」の応急給水と復旧のための支援、仮役場に避難した 双葉郡８町村をはじめ、被災３県を中心に役場機能が低下した自治体に対し、避難所運営や罹災証明発行のため、基礎自治体の職員を中心に多くの支援が行われました。姉妹自治体間の「対口支援」、「災害支援協定」や総務省・全国市長会・町村長会のマッチングによる派遣など、一般職だけでもこの１月４日までに累計79,107人、現在804人が中長期の派遣に対応してくださっています。
　今年は固定資産税の評価替えがありますが、罹災証明発行などで現地支援に手を取られ派遣元自治体で本来業務が廻らないとの悲鳴も聞こえています。今後も、新しい街づくりのための技術職や生活支援拠点における「心のケア」のための保健師、地域医療を維持する医師、看護師の確保など大変重要です。江崎委員のご指摘の通りだと考えています。
○江崎孝
 「東日本大震災への対処」は、すでに、そして継続されている復旧・復興に向けた献身的な地方自治体の連携・協力に感謝し、それを支援することこそが、国が果たすべき責務であると思います。次に、総務大臣に政府としての認識を伺います。
「国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律案」第１条の「趣旨」と、修正案・附則第12条「地方公務員の給与」を踏まえ、国家公務員の給与引下げに伴う、地方公務員給与及び自治体財政への政府の対応について、見解を明らかにしていただきたいと思います。
(総務大臣)
　地方公務員の給与については、各地方公共団体において、それぞれの時点での状況を踏まえ、議会で十分に議論の上、条例で定められるものであります。
　本給与臨時特例法案が成立した場合には、各地方公共団体において、同法附則第12条の規定を踏まえ、引き続き国民・住民の理解と納得が得られるよう、情報公開を徹底するなど、自主的な取組を進めながら、適切に決定することが肝要です。
　したがって、地方公務員の給与について、総務省から各地方公共団体に対して、今回の国家公務員に係る時限的な給与削減措置と同様の措置を実施するよう要請することや、強制することは考えておりません。
　総務省としては、地方財政計画の策定に当たり、本臨時特例法案に定める給与削減措置と同様の措置が一律に実施されることを前提とした給与関係経費を計上することは考えておらず、今後の各地方公共団体の給与改定の動向等を踏まえつつ、所要の給与関係経費を計上し、必要な地方交付税総額を確保していくこととしています。
○江崎孝
　総務大臣、義務教育費国庫負担金の取扱いを含めて、 昨年6月3日閣議決定の質問主意書答弁と変更ないという理解でよろしいですか。
(総務大臣)
　これまでの考え方に変更はございません。
○江崎孝
　総務大臣より、国家公務員の給与引下げに伴い、地方公務員給与及び自治体財政に影響はないという明確な答弁がありました。
　そもそも地方への影響遮断は、地方自治及び地域主権という基本的理念のもとで当然のこと。にもかかわらず、なぜ、法律の附則として扱うのか。民主党提案者の見解を求めます。
(提案者・稲見衆議院議員答弁)
　「地方波及」の問題については最後まで3党間での合意が困難でした。22日の法案提出直前まで協議を続けました。
　附帯決議での調整が整わず、自公両党が附則で修正案を提案するとの申出がありましたので、ギリギリ「自主的かつ」の文言を挿入することを主張し、議員立法の国会提出と23日の衆議院総務委員会開催にこぎつけた経過があります。是非ご理解いただきたいと思います。
○江崎孝
　改めて、総務大臣の答弁は、政府の一貫とした、そして毅然たる見解と受けとめます。以上の質疑を通じ、修正案・附則の現実的な効力は、まず想定できないものであると理解し、質疑を終えます。
